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１-１ 地球温暖化とは？ 
 

■地球温暖化のメカニズムについて■ 

現在、地球の平均気温は１４℃前後です

が、もし大気中に二酸化炭素などの温室効

果ガスがなければ、マイナス１９℃くらい

になると言われています。適温に保たれて

いるのは、温室効果ガスに地表から放射さ

れる熱を吸収する働きがあるためです。 

近年、石油や石炭などの化石燃料を使用

することにより、温室効果ガスが大量に排

出され、これにより熱の吸収が増えた結果、

地球の平均気温が上昇し始めています。こ

れが「地球温暖化」です。 

 

 

 

１-２ 地球温暖化によって引き起こされる影響 
 

◆地球温暖化により、平均気温が上昇すると、様々な影響が現れます。 

◆氷床の減少・海面水位の上昇◆  ◆生態系への影響◆ 

 

 

 

 

 

 

 

  

   

◆健康への被害◆  ◆異常気象などの発生◆ 

 

 

 

 

 

＊ 

 

  

＊印以外のイラスト出典：全国地球温暖化防止活動推進センターウェブサイト（http://www.jccca.org/）より 

第１節 なぜ、地球温暖化に対する取り組みが必要なのか？ 

＊イラスト出典：全国地球温暖化防止活動推進センターウェブサイト

（http://www.jccca.org/）より 

【海面水位上昇】 【氷床の減少】 【森林の減少】 【生息域の変化】 

【健康被害の増加】 【大雨・台風などの増加】 【干ばつ・熱波などの増加】 【感染症リスクの拡大＊】 

地球温暖化は、気温
が上昇するだけでな
く、さまざまな影響
が出るんだ。 
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■IPCC 第５次評価報告書について 

「気候変動に関する政府間パネル（ＩＰＣＣ）」は、気候の変化に関して科学的、社会経済的な観点

から総合的な評価を行い、５～６年ごとに評価報告書を公表しています。この報告書は、「気候変動に

関する国際連合枠組条約（ＵＮＦＣＣＣ）」をはじめとする、地球温暖化に対する国際的な取組に科学

的な根拠を与える重要な資料となっています。 

ＩＰＣＣ第５次評価報告書統合報告書(２０１４年１１月公表)の主な内容は以下のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆今後の方策◆ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆将来の気候の変化、危険性及び影響◆ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆観測された変化及びその要因◆ 

 

温室効果ガスの継続的な排出は、更なる温暖化

と大気、海洋、地表、雪や氷、生態系に長期に

わたる変化をもたらす。 

人々や生態系にとって、深刻で広い範囲に、元

に戻ることのできない影響がでる可能性が高ま

る。 

既に起こりつつある、あるいは起こり得る

影響に対して自然や人間社会のあり方を

調整する（適応）。 

気候の変化を抑えるために、温室効果ガス

の排出を大幅かつ持続的に削減する（緩

和）。 

同時に行うことで気候の

変化の危険性をおさえる

ことが可能となる。 

緩
和 

 
 
 

適
応 

長
期
的
な
緩
和
費
用
の
削
減 

まちづくり計画・防災計画 

連携による 
強化 

気
候
の
変
化
に
強
い
ま
ち
づ
く
り
の
推
進 

今後は、温室効果ガ
スを削減するため
の取組だけでなく、
地球温暖化に適応
していくための取
組も必要なんだ。 

資料：IPCC 第５次評価報告書
統合報告書 

・地球温暖化については、疑う余地がない。 

・２０世紀半ば以降に観測された温暖化は、主に経済成長や人口増加などにより温室効

果ガスの量が増加したことが大きな原因であった可能性が極めて高い。 

・気候の変化の仕組みに対する人間の影響は明らかである。 

・近年の人間の活動によって排出された温室効果ガスの量は史上最高となっている。 

・近年の気候の変化は、人間及び自然の仕組みに対し広い範囲にわたる影響を及ぼして

いる。 

 

気
候
の
変
化 

温
暖
化 
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２-１ 世界の動向 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 COP17開催  

・日本は、第二約束期間への不参加を表明 

・すべての国が参加する新たなルールづくりを進めていく

ことに合意 

世界全体で地球温暖化対策

に取り組んでいくことに合意 

2010 

2012 

2008 

 COP3開催  

「京都議定書」採択  

・先進国の温室効果ガス削減目標を明確に規定した議定書 

・先進国全体で、第一約束期間(２００８～２０１２年)中に、少なくとも１９９０年から温

室効果ガス５％の削減を目指した 

1997 

 COP16開催  

「カンクン合意」採択 

・先進国と発展途上国の双方が、自主的に温室効果ガスの

削減目標を登録する仕組みに合意 

 

2015 

2020 

2013 

 COP21開催  

・すべての国を含む新た

なルール(パリ協定)の

採択 

 地球サミット開催  

「気候変動に関する国際連合枠組条約（UNFCCC）」採択 

・大気中の温室効果ガスの濃度を安定化させることを究極の目標とした条約 

1992 

 

 

 

 

先進国 

排出削減義務 

(EU,ｵｰｽﾄﾗﾘｱ, 

ﾛｼｱ,日本など) 

 

【2008～2012年】 

京
都
議
定
書
第
一
約
束
期
間 

先進国 

排出削減義務 

 

(EU,ｽｲｽ,ﾉﾙｳｪｰ 

など) 

 

【2013～2020年】 

京
都
議
定
書
第
二
約
束
期
間 

自主的な取組 

 

(ｱﾒﾘｶ,ｶﾅﾀﾞ,ﾛｼｱ,

日本,発展途上国

など) 

 

【2013～2020年】 

カ
ン
ク
ン
合
意
の
実
施 

2011 

 COP18開催  

・京都議定書第二約束期間設定のための議定書（改正案）

採択 

 

すべての国を含む新たなルール（パリ協定）の開始 

 

多くの温室効果ガス

を排出している、アメ

リカ、中国、インドなど

が参加していない。 

スタート 

 

日本は、アメリカ、中国、インドなど
も含めた取組が必要と考え、第二約束
期間への参加はしなかったんだ。すべ
ての国を含む新たなルールができるま
で、自主的な取組を進めることにした
んだよ。 

スタート 

 

スタート 

 

第２節 世界の温暖化の現状について 
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２-２ 世界全体の排出量、世界全体の気温上昇 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【世界から排出される温室効果ガスの量の変化】 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【世界における年平均気温の変化（1891～2014年）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2010 年 
49Ｇt-CO2 

 

1970 年 
27Ｇt-CO2 

 

(年) 

平均気温は 100 年あたり 0.7℃上昇 

 

資料：STOP THE 温暖化 2015 ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ 

(IPCC AR5 WGⅢ 図 SPM.1) 

※GWP(地球温暖化係数、100 年)に基づき

CO2換算 

※人為的な温室効果ガス排出量の推移 

 

温
室
効
果
ガ
ス
排
出
量
（
10

億
ｔ

-Ｃ
Ｏ

2
換
算

/年
）
 

1
9
81

-2
01
0
年
平
均
か
ら
の
差
（
℃
）

 

2000 年 
40Ｇt-CO2 

 

：各年の平均気温の基準値から

の偏差 

：偏差の 5 年移動平均値 

：長期的な傾向 

基準値は 1981～2010 年の 30 年の平均 

出典：気象庁 HP 

（ http://www.data.jma.go.jp/cpdinfo/temp/

an_wld.html） 

 

世界の温室効果ガス
は増加する傾向にあ
って、2000 年以降は
その増加率が高く 
なっているんだ。 
 

増加傾向 

平均気温は、変動を

繰り返しながら上昇

しているね。 

◆世界における温暖化の現状◆ 

 

世界では「温暖化」が進んでいます。 

温室効果ガスの増加が、「温暖化」へ大きく影響していると考えらます。 

◆世界から排出された２０１３年の温室効果ガスの量は、４９Ｇｔ-CO2（※）でした。 

◆１９７０年以降温室効果ガスの排出量は増加傾向にあり、特に２０００年以降の増加率は

高くなっています。 

◆近年の世界の年平均気温は、上昇する傾向にあります。 （※）１Gt＝10億 t 
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３－１ 日本の動向  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 第四次環境基本計画  

・長期目標として２０５０年までに８０％の温

室効果ガスの削減を目指す 

 

 

2005 

2012 

1998 

1997 

2015 

2013 

1992 

2011 

 地球サミット開催  

・「気候変動に関する国際連合枠組条約（UNFCCC）」採択 

 「京都議定書」採択  

・日本は、第一約束期間(２００８～２０１２年)中に、１９９０年から温室効果ガス６％の削減を

約束 

「地球温暖化対策の推進に関する法律」の制定  

・排出される温室効果ガスの量を減らすため、国、地方自治体、企業などの責任と取組を定

めた法律 

2010 

「京都議定書目標達成計画」の決定  

・京都議定書の温室効果ガス６％排出削減の約束の達成に向け、日本の対策・施策を明らか

にした計画 

 COP16開催 ・・・「カンクン合意」 

 自主的な取り組みのための新たな目標を約束  

・日本は、２０２０年度までに、「１９００年度から温

室効果ガスを２５％削減すること」を目標にすること

を約束 
 
 

 

 

 

 COP17開催  

・日本は、「京都議定書」第二約束期間への不参

加を表明 

 

 

2008 

 ２０２０年度までの目標を修正  

・２０２０年度までに、「２００５年

度から温室効果ガスを３．８％削

減すること」を新たに約束 

 

  ２０３０年度までの目標を約束 

・日本は、２０３０年度までに、「２０１３年度

から温室効果ガスを２６．０％削減すること」

を約束 

 

 

 日本から排出されている 

温室効果ガスの量   

【2008～2012年度】 

◆5カ年平均 

12億 7,800万 t-CO2 

(1990年度比 1.4%増) 

 

◆森林などの吸収源と京都メ

カニズムクレジット分を加

える 

 

 

 

京
都
議
定
書
第
一
約
束
期
間 

スタート 

 

◆5カ年平均 

1990年度比 8.4%減 

「京都議定書」の目標達成 

自
主
的
な
取
組 

（
２
０
１
３
～
２
０
２
０
年
度
） 

カ
ン
ク
ン
合
意
の
実
施 

2020 

スタート 

 

すべての国を含む新たなルール（ＣＯＰ２１：パリ協定）の開始 

 

 

２０３０年度ま
での目標は、火
力、原子力、水力
などの再生可能
エネルギーを混
ぜ合わせて考え
た目標としてい
るんだよ。 

第３節 日本の温暖化の現状について 
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0

３-２ 日本全体の排出量、日本全体の気温上昇 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【全国から排出される温室効果ガスの量の変化】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【日本における年平均気温の変化（1898～2014年）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国立環境研究所のデータをもとに作成 

リーマンショック 

 

2013 年度 
1,407.8 百万 t-CO2 

 

10.8%増加 

1990 年度 
1,270.2 百万 t-CO2 

 

◆日本における温暖化の現状◆ 

 

日本でも「温暖化」が進んでいます。 

温室効果ガスの増加が、「温暖化」へ大きく影響していると考えられます。 

◆全国から排出された２０１３年度の温室効果ガスの量は、１，４０７．８百万ｔ-CO2でした。 

◆１９９０年度と比較すると、２０１３年度の温室効果ガスの量は、１０．８％増加していま

す。 

◆近年の日本の年平均気温は、上昇する傾向にあります。 

平均気温は 100 年あたり 1.14℃上昇 

 

日本は、世界の平均
（0.7℃）より高く上
昇しているんだね。 

：国内 15 観測地点での年平均

気温の基準値からの偏差を平

均した値を示している。 

：偏差の 5 年移動平均 

：長期的な傾向 

基準値は 1981～2010 年の平均値 

出典：気候変動監視レポート 2014(気象庁) 
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４-１ 本市の動向  

本市は、これまで、次に掲げる計画を策定し、地球温暖化対策に取り組んできました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４節 本市の温暖化の現状について 

区域施策編 

静岡市全域から排出される 

温室効果ガスを減らすための計画 

事務事業編 

市役所が実施する事業から排出される

温室効果ガスを減らすための計画 

静岡市地球温暖化対策実行計画 
（計画期間：2005年度～2009年度） 

【目  標】 
温室効果ガスを 2009年度までに 

2003年度から約 10％削減 

＜計画の内容＞ 

・商品などを購入・使用する際には、環境に

やさしい製品を選びます。 

・環境への影響が少ない建物の建築、管理を

行います。 

・施設の特徴に応じた、省エネルギー対策に

取り組みます。 

静岡市地球温暖化対策地域推進計画 
（計画期間：2008年度～2010年度） 

【目  標】 
温室効果ガスを 2011年度までに 

1990年度から 37％以上削減 

＜計画の内容＞ 

市民、事業者、行政が各役割に応じた取組

を行います。 

【７つのリーディングプロジェクト】 
 

１年間計画期間を延長 

静岡市地球温暖化対策実行計画 
（計画期間：2011年度～2015年度） 

【目  標】 
温室効果ガスを 2015年度までに 

1990年度から 38％削減 

＜計画の内容＞ 

市民、事業者、行政が各役割に応じた取組

を行います。 

【７つのリーディングプロジェクト】 
 

静岡市地球温暖化対策実行計画 
（計画期間：2011年度～2015年度） 

【目  標】 
温室効果ガスを 2015年度までに 

2009年度から 5％以上削減 

＜計画の内容＞ 

重点的に取り組む３つの柱 

省エネルギーの 

推進 

新エネルギーの 

導入 
新たな削減方策 

①ストップ温暖化！100 万人参加プロジェクト 

②しずおか子どもエコプロジェクト 

③ストップ温暖化協働協定推進プロジェクト 

④静岡版もったいない運動推進プロジェクト 

⑤サイクルシティ・しずおか推進プロジェクト 

⑥ソーラーシティ・しずおか推進プロジェクト 

⑦しずおか森づくりプロジェクト 

2008 

2012 

2006 

2005 

2015 

2013 

2011 

2010 

2009 

2014 

2007 

2016 

①ストップ温暖化！100 万人参加プロジェクト（市民） 

②ストップ温暖化！100 万人参加プロジェクト（事業者） 

③静岡版「もったいない運動」推進プロジェクト 

④次世代エネルギー推進プロジェクト 

⑤しずおか森づくり推進プロジェクト 

⑥低炭素のまちづくり推進プロジェクト 

⑦カーボン・オフセット推進プロジェクト 
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(日)

（年）

真夏日（最高気

温30℃以上）

冬日（最低気温

0℃未満）

1981～2010年（30年間）平
均気温 16.5℃ 

15.4℃ 

長期的な傾向 上昇 

長期的な傾向 減少 

1.1℃上昇 

長期的な傾向 増加 

４-２ 本市の気温  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【年平均気温の推移】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【真夏日・冬日の年日数の推移】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：気象庁データ（観測地点：静岡）

変動を繰り返しなが
ら上昇しているね。 

◆本市における気温の変化◆ 

 

本市においても「温暖化」の傾向が見られます。 

本市における気温変化の近年の傾向として 

◆年平均気温は、上昇しています。 

◆真夏日が増加しています。 

◆冬日が減少しています。 
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8,662.7 

9,517.8

5,292.6
5,647.3 5,542.8

5193.0 
5, 670.6 5,656.3 5,663.6 5,515.2

1,270.2

1,379.3 1,386.0 1,396.5 1,375.8
1,412.2

1,326.6

1,250.4
1,304.3

1,354.3
1,390.5 1,407.8

0
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400
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800

1,000

1,200

1,400

1,600

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

1990 1995 2000 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013

(百万ｔ-CO2）

温
室
効
果
ガ
ス
排
出
量

（年度）

(千ｔ－CO2）

その他の温

室効果ガス

二酸化炭素

全国の温室

効果ガス総

排出量

４-３ 市域の温室効果ガス排出量  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【市域から排出される温室効果ガスの変化】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【市域から排出される温室効果ガスの内訳】 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆静岡市全域から排出されている温室効果ガスの量の状況◆ 

 
◆市域から排出された２０１３年度の温室効果ガスの量は、５，５６１．５千ｔ-CO2でした。 

◆１９９０年度と比較すると２０１３年度の市域から排出されている温室効果ガスの量は 

３４．９％減少しています。 

◆全国の温室効果ガスの排出量は２００９年度以降、増加する傾向にありますが、本市では市

域から排出されている温室効果ガスの量に大きな変化はみられません。 

◆市域から排出されている温室効果ガスの大半は二酸化炭素です。 

リーマンショック 

 

2013 年度 
5,561.5 千 t-CO2 

 

1990 年度 
8,540.0 千 t-CO2 

 

34.9%減少 

前
計
画 

基
準
年
度 

大きな変化なし 

オゾン層破壊物質の生産を

やめたため減少 

 

SF6 0.2% 

PFC 0.5% 

HFC 5.0% 

一酸化二窒素 0.7% 

そ
の
他
の
温
室
効
果
ガ
ス
の
内
訳 

6.8% 

温室効果ガスの 90％
以上が二酸化炭素な
んだよ。 

全国では増加傾向 

 

資料：全国データは、国立環境研究所のデータをもとに作成 

メタン 0.4% 

（速報値） 

二酸化炭素

93.2%

その他の温

室効果ガス

6.8%

2013年度

温室効果ガス

排出量(静岡市)

5,561.5

(千t-CO2)
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5,409.4 
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二
酸
化
炭
素
排
出
量

（年度）

(千ｔ-CO2）

一人あたりの排出量(右軸) 一世帯あたりの排出量(右軸)

市
民
一
人
・
一
世
帯
あ
た
り
の
排
出
量

（ｔ-CO2/人・世帯）

長期的な傾向 減少傾向 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【各部門から排出されている二酸化炭素の推移】 

  

         ･･･基準年度（１９９０年度）より二酸化炭素が増加している部門 

◆静岡市全域から排出されている二酸化炭素の量の状況◆ 

 
◆市域から排出された２０１３年度の二酸化炭素の量は、５，１８１．６千ｔ-CO2でした。 

◆民生家庭部門においては、１世帯あたりの排出量は減少しているものの、大幅に世帯数が

増加したことにより総排出量が増加しています。 

◆民生業務部門においては、オフィスなどでの電力消費に伴う排出量が増加しています。 

◆自動車（旅客）部門においては、車両保有台数の増加に伴い排出量が増加しています。 

◆今後は、これらの部門を対象に重点的な取り組みを進めていく必要があります。 

 

【市域から排出されている二酸化炭素の量の変化】 

 

（千 t-ＣＯ２） 

（速報値） 

（年度） 
（速報値） 
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256.5 257.8 

251.7 

256.3 

220

230

240

250

260

270

2009 2010 2011 2012 2013 2014

温
室
効
果
ガ
ス
排
出
量

（年度）

(千ｔ－CO2）

事務系施設 

42.2千 t-CO2 

事業系施設 
(廃棄物処理施設) 
124.8千 t-CO2 

事業系施設 

(下水道施設) 
41.7千 t-CO2 

事業系施設 

(その他施設) 
31.0千 t-CO2 

公用車 
2.1千 t-CO2 

17.5% 

51.6% 

17.2% 

12.8% 

0.9% 

90.8% 二酸化炭素 
219.4千 t-CO2 

メタン 

2.6千 t-CO2 

1.1% 

8.2% 

0.004% 

一酸化二窒素 

19.8千 t-CO2 

HFC 

0.009千 t-CO2 

5.8%減少 

2009 年度 
256.5千 t-CO2 
 2014 年度 

241.7千 t-CO2 
 

前
計
画 

 

基
準
年
度 

＊ 端数を四捨五入しているので、合計が一致しない場合があります。 

注）使用している排出係数や対象施設が異なることから P34の数値とは一致しません。 

４－４ 市役所が実施する事業から排出される温室効果ガスの現状  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

  【市役所の事業から排出されている温室効果ガスの量の推移】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

◆市役所が実施する事業から排出されている温室効果ガスの量の状況◆ 

 
◆市役所の事業から排出された２０１４年度の温室効果ガスの量は、２４１．７千ｔ-CO2

でした。 

◆排出されている温室効果ガスの大半は二酸化炭素です。 

◆廃棄物処理施設から排出される温室効果ガスの量が最も多く、５割以上を占めています。 

◆２００９年度と比較すると２０１４年度の温室効果ガスの量は５．８％減少しています。 

 

【各施設から排出される温室効果ガスの内訳】 

2014 年度 

市の事業から排出

される温室効果ガ

スの量 

241.7(千ｔ-CO2) 

 

2014 年度 

市の事業から排出

される温室効果ガ

スの量 

241.7(千ｔ-CO2) 

 

【温室効果ガスごとの内訳】 

0 
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ガ
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量
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(ｔ－CO2）

31,950

33,139

31,728
31,506

31,641

30,975

29,000

30,000

31,000

32,000

33,000

34,000
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温
室
効
果
ガ
ス
排
出
量

（年度）

(ｔ－CO2）
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39,456

40,874
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43,219

41,682

36,000
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42,000

44,000

2009 2010 2011 2012 2013 2014

温
室
効
果
ガ
ス
排
出
量

（年度）

(ｔ－CO2）

136,601

130,544

138,695
135,685134,469

124,763

100,000

120,000

140,000

160,000

2009 2010 2011 2012 2013 2014

温
室
効
果
ガ
ス
排
出
量

（年度）

(ｔ－CO2）

45,205

51,198

44,320
42,525

44,857

42,212

30,000

35,000

40,000

45,000

50,000

55,000

2009 2010 2011 2012 2013 2014

温
室
効
果
ガ
ス
排
出
量

（年度）

(ｔ－CO2）

6.6％減少 

2.7％増加 

◆事務系施設◆ 

8.7％減少 

◆業務系施設（廃棄物処理施設）◆ 

◆事業系施設（下水道施設）◆ ◆業務系施設（その他施設）◆ 

3.1％減少 

◆公用車◆ 

4.5％減少 

前
計
画
基
準
年
度 

前
計
画
基
準
年
度 

前
計
画
基
準
年
度 

前
計
画
基
準
年
度 

前
計
画
基
準
年
度 

注）使用している排出係数や対象施設が異なることから P35の数値とは一致しません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【施設別温室効果ガス排出量の推移】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆各施設から排出される温室効果ガスの量の変化◆ 

 
◆各施設を基準年度と比較すると、２０１４年度の温室効果ガスの増減は次のとおりです。 

施設名 増減 

事務系施設 6.6％減少 

 廃棄物処理施設 8.7％減少 

事業系施設 下水道施設 2.7％増加 

 その他施設 3.1％減少 

公用車 4.5％減少 
 

 
下水道施設の温室効果ガスが
増えているのは、計画期間中に
県の施設を引き受けたこと 
などが大きな理由なんだ。 

廃棄物処理施設から排出される温室効果ガスは、順調に削減しているものの、 

依然として全体の約半分を占めるので、さらなるごみ減量化が必要です。 
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５-１ 区域施策編  
 

■全体評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■各施策の評価 

進捗状況：◎目標達成 ○目標をほぼ達成 △要対策 ×目標未達成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第５節 静岡市地球温暖化対策実行計画(Ｈ23 策定)の評価 

 

◆市域から排出された温室効果ガスは１９９０年度より３４．９％減少しています。 

◆東日本大震災後、化石燃料(石油)を原料とする火力発電が増え、市域から排出される温室

効果ガスが増加しています。 

◆東日本大震災前の状況であれば、３４．９％から、さらに約３％温室効果ガスが削減され

る計算となり、前計画の目標がほぼ達成されていました。 

今後は、現在の社会情勢を踏まえた目標設定が必要です。 

さらには、市民・事業者の当事者意識を醸成するための方策の展開も必要です。 

 
普及啓発イベントや機器の

貸し出しなどにより、多く

の方が省エネルギー行動を

実践 

◆市民アンケートでは、省エネルギー行動を実践していない方がいるため、

地球温暖化の影響や、省エネの効果などについてさらなる普及啓発が必要 

前計画の取組内容 進捗状況 

エネルギーの「見える化」などによるエネルギー削減量 ◎ 

エネルギー設備導入実績 ◎ 

市内での環境学習会開催回数 ○ 

 

課
題 

評
価 

 

セミナーの開催や省エネ診

断などにより、エコアクシ

ョン２１取得事業者数が全

国の市町村の中で第２位 

◆エコアクション２１取得事業者数が減少傾向にあることから、エコアクシ

ョン２１などの環境マネジメントシステムに事業者が取り組みやすい体

制の整備が必要 

課
題 

評
価 

前計画の取組内容 進捗状況 

エネルギーの「見える化」などによるエネルギー削減量 ◎ 

市役所の事務事業に伴う温室効果ガス排出量 ○ 

省エネルギーに関する相談件数 ◎ 

 

ストップ温暖化！100万人参加プロジェクト ―省エネ・市民活動編― 

ストップ温暖化！ 100 万人参加プロジェクト ―省エネ・事業者活動編― 
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「もったいない」をキーワードとした静

岡版「もったいない運動」の推進により、

当初の目標を達成 

◆一人１日当たりのごみ総排出量は、依然全国平均を上回っていることから

さらなるごみ減量化が必要 

前計画の取組内容 進捗状況 

市民一人１日当たりのごみ総排出量 ◎ 

家庭用生ごみ処理機器購入費補助実績 ○ 

 

課
題 

評
価 

 

住宅用設備への助成や公共施設への積極

的な導入により、当初想定した太陽光発

電導入容量を達成 

 

◆小水力や木質バイオマスなど、太陽光以外の設備導入容量が延びていない

ため、それらの設備導入が必要 

課
題 

前計画の取組内容 進捗状況 

新エネルギー設備導入実績 ○ 

市役所の新エネルギー設備導入施設数 ○ 

 

 

国の整備方針の変更（切捨間伐から利用間伐に）

により、当初想定した森林整備面積が未達成 

 

◆国の整備方針に漏れた事業に対しても引き続き支援を行い、着実な森林整

備が必要 

課
題 

前計画の取組内容 進捗状況 

静岡地域材活用促進事業実績 ○ 

森林整備面積 × 

 

 

環境負荷の少ない交通利用促進のため、自転車

走行空間の整備や次世代自動車の普及を促進 

 

◆建物のゼロエネルギー化や水素を燃料とした燃料電池車など新たな技術

の活用が必要 

課
題 

前計画の取組内容 進捗状況 

ＥＶ・ＰＨＶ保有台数 ◎ 

自転車道整備延長 〇 

 

 

学習会の開催やイベン

ト設営・開催時の活用

により、温室効果ガス

削減目標を達成 

◆市民アンケートでは、カーボン・オフセットの仕組みを知らない方も多い

ことから、多くの方に取り組んでいただくための啓発が必要 

課
題 

前計画の取組内容 進捗状況 

イベント設営・開催時のカーボン・オフセットによる削減量 ◎ 

カーボン・オフセットの仕組みを説明する学習会開催回数 △ 

 

評
価 

評
価 

静岡版「もったいない運動」推進プロジェクト 

次世代エネルギー推進プロジェクト 

しずおか森づくり推進プロジェクト 

低炭素のまちづくり推進プロジェクト 

評
価 

評
価 

カーボン・オフセット推進プロジェクト 
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５-２ 事務事業編  

■全体評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

■各施策の評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
◆市役所の実施する事業から排出された温室効果ガスは、２００９年度より５．８％減少して

います。 

◆重点目標に掲げた「電気使用量（３．５％減少）」と「燃料使用量（２％減少）」については、

２０１４年度時点で目標とする５％削減に届きませんでした。 

総排出量の削減目標は達成したため、さらなる高い削減目標の設定が必要です。 

 

 

◆庁内に「静岡市省エネ推進本部」を設置 

◆「静岡市省エネ対策手順書」を作成・実施 

◆各フロアに省エネの取組状況を確認する「省エネ推進員」を配置 

◆外部のエネルギー管理士による省エネ診断を実施 

 

 
◆これらの取組により着実に温室効果ガス排出量は減少し

ていますが、さらなる削減のための取組が必要 

課
題 

評
価 

省エネルギーの推進 

 

◆本市の施設へ、積極的に自然

エネルギーを活用した新エネ

ルギー設備を導入 

◆新エネルギー設備は、温室効果ガスの排出量を抑えながら、エネルギーを使

用することができるため、さらなる導入にむけた取組が必要 

課
題 
評
価 

新エネルギーの導入 

 

◆計画的に効率よく施設の整備や維持管理を行い、将来負担の軽減を

図るため「静岡市アセットマネジメント基本方針」を策定 

◆公共工事での「溶融スラグ」の積極的な利用 

◆下水道施設では、焼却していた汚泥を「燃料化」する設備を導入 

◆外部のエネルギー管理士による省エネ診断を実施 

 

 ◆策定した「静岡市アセットマネジメント基本方針」に基づき、

施設更新などとあわせ、新たな削減方法の検討が必要 

課
題 

評
価 

新たな削減方策 

▲本部長による見回り 

▲省エネイベント 

＜日本平動物園＞ 

←太陽光発電  

風レンズ風車→ 

溶融スラグ 

アスファルト
塗装材 

利用促進 



 

 

 


